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    第２章 計画策定の方針 

  

１ 計画の趣旨 

本計画は、３市町村が合併した場合の新市のまちづくりを、総合的かつ効果的に推

進することを目的とし、新市の一体性の速やかな確立及び住民の福祉の向上等を図る

とともに、地域の均衡ある発展に資するよう適切に配慮しながら、合併に伴う新市の

将来構想とその実現をめざした発展的なまちづくりのための基本方針をはじめ、具体

的施策の方向性や財政計画について明らかにします。 

また、新市は、３市町村における各総合計画の基本構想及び基本計画等の理念を総

体的に継承し、これまで３市町村が育んできた特性を尊重・発展させ、住民と行政の

パートナーシップに基づく「協働のまちづくり」を推進します。 

なお、本計画は、特に合併時に想定される主要な方針等を掲げたものであり、新市

のまちづくりに関するより詳細で具体的な内容については、新市総合計画に委ねるこ

ととします。 

 

２ 計画の構成 

この計画は、 

     Ⅰ 序論（合併の必要性と効果･留意点、計画策定の方針） 

     Ⅱ 合併市町村の概要（概要、関連計画、住民アンケート調査結果、主要課題） 

     Ⅲ 主要指標の見通し（目標年次、人口･世帯数・就業人口の見通し） 

     Ⅳ 新市のまちづくり基本方針（将来像、基本理念、基本方針、土地利用構想） 

     Ⅴ 新市の施策（施策の体系、主要施策） 

     Ⅵ 愛知県事業の推進（県の役割、主な県事業、県への要望事業） 

     Ⅶ 公共的施設の適正配置と統合整備 

     Ⅷ 財政計画（前提条件設定、歳入歳出の見通し） 

     Ⅸ 新市まちづくり計画の推進（地域審議会、施策の具体化、体制づくり） 

    の９本の柱によって構成します。 

 

３ 計画の期間 

まちづくりの基本方針は、新市の将来を展望した長期的視野に立ったものとし、 

主要事業は合併後２０年間（うち平成１７年度から２６年度までを前期計画、以降を

後期計画）、財政計画は平成１４年度をベースに合併年度及びこれに続く２０年度間

（平成１７年度から３７年度まで）を想定したものとし、地方交付税、地方債等の依

存財源を過剰に見積もることのないよう配慮します。 

なお、後期計画の具体的な施策及び概算事業費は、適正な時期に財政計画と併せて

見直しを行うこととします。 
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（７） 消防・防災・防犯・交通安全対策の充実 

     「東海地震に係る地震対策強化地域の指定」及び「南海トラフ地震に係る地震

防災対策推進地域の指定」を踏まえ、急傾斜地、地すべり対策、公共施設の耐震

化や避難所の整備、食糧、資機材の備蓄を行うとともに、自主防災組織や防災ボ

ランティアの育成、情報・広報体制の整備を図るなど、災害に強いまちづくりを

めざします。また、広域消防の要としての消防庁舎の整備を進めるなど救急・消

防体制の充実や交通安全対策、犯罪防止対策の充実による安全・安心のまちづく

りを進めます。 

 

※健康と安全・安心のまちづくり【主な施策】 

施策の展開 主な施策 

 

保険・医療の充実 

・保険・予防事業の充実 

・医療の高度化・救急医療体制・地域内連携の充実 

・健康増進センター（仮称）の整備 

・医療機器等の計画的整備 

・福祉医療助成制度の充実 

・「日本医療機能評価機構」評価認定事業への参加 

 

高齢者福祉の充実 

・老人保健福祉計画の推進 

・高齢者生活福祉センター増設事業（作手） 

・介護保険制度の適正運営・基盤整備 

・住環境や公共施設の総合的整備 

・在宅介護支援や福祉施設サービスの充実 

・地域内相互扶助の推進 

・社会参加、生きがい対策の充実 

 

社会福祉の充実 

・障害者計画の策定 

・社会福祉協議会の充実・連携強化 

・社会福祉・障害者福祉の充実 

・母子父子福祉、低所得者福祉の充実 

・就労の場の整備・支援 

 

子育て支援の充実 

・幼児（児童）センターを備えた保育所（園）の新築・

改築 

・保育所（園）施設の整備（鳳来） 

・ファミリーサポートセンターの整備 

・保育・子育て支援の充実 

・子育て教室・ネットワーカー活動支援 

・児童虐待防止対策の充実 

社会保障制度の充実 ・社会保障制度の充実（国民年金、国保、介護保険の適正運用）
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地域ケアシステムの構築 

・相互扶助の普及・啓発 

・子育て教室・介護教室の地域開催 

・福祉ボランティアの育成 

 

消防・防災・防犯・交通安全

対策の充実 

・消防庁舎整備事業 

・高機能消防指令センター整備事業 

・消防機械器具の充実 

・消防水利の確保 

・防災行政無線整備（高機能情報通信対応） 

・消防団及び自主防災組織の充実 

・防災拠点施設等の整備 

・防災施設・整備と避難路の整備充実 

 （防災拠点・資機材、土砂災害情報相互通報システム、

避難所（路）等） 

・防災マップ・啓発車両の整備 

・作手村総合庁舎耐震工事 

・地震対策緊急整備事業の推進 

・地域防災緊急事業５箇年計画の推進 

・急傾斜地・地すべり対策・砂防事業の推進 

・防犯施設の整備と防犯体制の確立 

・通学路・歩道の整備と安全教育 

 

５ 個性を磨く教育・文化のまちづくり 

 

（１） 学校教育の充実 

     小・中学校における学校教育施設・設備の整備や耐震補強のための改修等を進

めるとともに、情報化教育や海外派遣・外国人講師による国際理解教育など時代

を反映した学習の充実を図ります。また、食農教育や地域学習・体験学習・ボラ

ンティア学習など、教育カリキュラムの充実を通じ、子どもの個性と成長に合わ

せた教育の推進や次世代を担う郷土愛に満ちた人材の育成、地域と学校との連携

強化に努めるほか、PTA 活動の充実や学校・教育を考える住民ネットワークの構

築、教職員の資質向上に向けた幅広い研修活動への参加を推進します。 

 

（２） 生涯学習の推進 

     若者から高齢者まで、住民の多様な学習ニーズに対応するため、図書館や資料

館などの生涯学習施設の整備や公民館などの既存公共施設の機能強化・有効活用

を進めます。また、地域資源を題材にした郷土学習の推進を図るとともに、様々

な分野の学習を保障するため、講師の育成や確保をはじめ、学習情報の体系化や

年間を通じた各種市民講座の開催に努めます。 
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   新市の財政計画は、歳入・歳出の各項目ごとに現行制度や過去の実績、今後の経済情勢を見

通し、合併年度及びこれに続く２０年度間（平成１７年度から平成３７年度まで）の財政見通

しについて、普通会計ベースで作成したものです。 

   作成にあたっては、合併特例債等の国・県の財政支援措置を勘案しつつ、継続して実施する

事業のための経費や新市として新たに実施する建設事業のための経費、事務事業の合理化・効

率化による削減経費等を反映しています。 

 

    第１章 前提条件の設定 

 

 １ 歳入 

  （１）地方税 

     過去の実績や今後の経済見通しを踏まえ、現行の税制度を基本として推計して

います。 

 

  （２）地方交付税 

     普通交付税の算定の特例（合併算定替）を見込んで推計しています。また、地

方債の元利償還金に係る交付税措置をあわせて推計しています。 

 

  （３）分担金・負担金、使用料・手数料 

     過去の実績を踏まえ、今後の取り組みを考慮し推計しています。 

 

  （４）国庫支出金・県支出金 

     一般行政経費分については、過去の実績等から算出し、投資的事業関連の補助

金については、事業費予定額から推計しています。 

 

  （５）繰入金 

     財政調整基金などの繰入れや特定目的基金の活用を見込んで推計しています。 

 

  （６）地方債 

     新市まちづくり計画（新市建設計画）に登載する事業に係る合併特例債や通常

債等を現在措置されている制度が継続されるものとして推計しています。 
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 ２ 歳出 

  （１）人件費 

     定員適正化計画に基づく職員数や各年度の定年退職者数及び再任用職員数など

から推計しています。 

 

  （２）物件費 

     過去の実績を踏まえ、新城市人口ビジョンによる人口推計などから推計してい

ます。 

 

  （３）扶助費 

     過去の実績を踏まえ、扶助費の種類毎に今後の伸び等を勘案し推計しています。 

 

  （４）補助費等 

     過去の実績及び今後見込まれる経費を踏まえ推計しています。 

 

  （５）公債費 

     平成２９年度までの地方債借り入れに対する償還予定額に、平成３０年度以降

の借り入れ見込みに対する償還予定額を加算して推計しています。 

 

  （６）積立金 

     財政調整基金及び減債基金による財源調整を主なものとして推計しています。 

 

  （７）繰出金 

     過去の実績及び今後見込まれる経費を踏まえ推計しています。 

 

  （８）投資・出資・貸付金 

現行制度に基づくもの、今後予定されている事業に係るものを踏まえ推計して

います。 

 

  （９）普通建設事業費 

     新市まちづくり計画（新市建設計画）に基づく事業費及び経常的な普通建設事

業費を見込んで推計しています。 
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 第１章 地域審議会の設置  

      

合併に伴い「地域住民の意見が施策に反映されにくくなるのではないか」、「地域間格

差が一層広がるのではないか」などの住民不安へ対処するため、旧市町村単位ごとに新

市の附属機関として地域審議会を設置します。 

地域審議会では、新市建設計画の執行状況（計画変更）をはじめ、新市まちづくり計

画（新市建設計画）に関し市長が認める事項について審議し答申をするほか、新市のま

ちづくりを推進するために地域住民の意見をまとめ、市長に意見を述べるなど、附属機

関としての役割を果たします。 

 

 

     第２章 主要施策の具体化 

 

   新市まちづくり計画で示された主要施策については、新市における予算編成で具体化

を図るものですが、基本方針のみを示した施策等については、新市総合計画を策定する

際にも十分な検討を行い、施策の実現に向けて努力します。 

   なお、新市まちづくり計画を前期計画（平成１７年度から平成２６年度まで）と後期

計画（平成２７年度以降）に分けて、後期計画の主要施策を具体化する段階で、社会情

勢や財政状況の変化等を考慮し、財政計画と併せて見直しを行うこととします。 

 

 

     第３章 計画実現に向けた体制づくり 

 

   新市まちづくり計画を実現し、多様化する住民ニーズに対応するためには、行財政の

合理化・効率化を進め、新市のさらなる発展をめざした健全な行財政運営を図るための

体制・基盤を確立する必要があります。そこで、新市まちづくり計画の進行状況の公表

に努めるとともに、行政プロセスの各段階に住民参加を位置づけ、行政区やコミュニテ

ィ、NPO などまちづくりの担い手となる「地域・住民組織」を通じた、新たな協働行政

体制の確立を図ります。 
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